
年
度
同
額
）繰
り
入
れ
た
ほ
か
、市※
２

債
を

27
億
９
２
０
０
万
円（
前
年
度
比
50
・
４
％

減
）発
行
し
て
い
ま
す
。

歳
出
で
は
、引
き
続
き
経
費
の
節

減
に
努
め
な
が
ら
、市
民
協

働
の
推
進
や
子
育
て
支
援
、防
災
対
策
や

地
域
医
療
の
充
実
な
ど
、市
民
生
活
の
向

上
を
図
る
た
め
の
重
点
事
業
を
積
極
的
に

実
施
し
ま
し
た
。

　

な
お
、一
般
会
計
と
特
別
会
計
を
合

わ
せ
た
歳
入
総
額（
水
道
事
業
会
計
を

除
く
）は
、４
２
８
億
５
２
２
２
万
円

（
前
年
度
比
７
・
３
％
減
）、歳
出
総
額

４
０
３
億
７
８
５
０
万
円（
前
年
度
比

７
・
７
％
減
）で
し
た
。

※
１
【
財
政
調
整
基
金
】
急
激
な
税
の
落
ち
込
み
や

災
害
な
ど
に
備
え
た
り
す
る
た
め
の
「
貯
金
」

※
２
【
市
債
】
市
が
施
設
や
道
路
な
ど
を
整
備
す
る

た
め
に
、
国
や
金
融
機
関
か
ら
借
り
入
れ
る
お

金
。
返
済
義
務
の
あ
る
「
借
金
」

平
成
22
年
度
一
般
会
計

の
歳
入
総
額
は
、

前
年
度
に
比
べ
33
億
９
８
３
４
万
円
減

（
10
・
４
％
減
）の
２
９
１
億
４
８
０
１
万

円
、
歳
出
総
額
は
、
前
年
度
に
比
べ

34
億
８
３
０
３
万
円
減（
11
・
４
％
減
）の

２
７
０
億
２
９
３
５
万
円
と
な
り
、実
質

収
支
額（
繰
越
事
業
に
あ
て
る
財
源
は
除

く
）は
、19
億
１
３
１
３
万
円
と
な
り
ま
し

た
。歳

入
で
は
、
市
税
が
約
９
億

８
４
７
０
万
円（
７
・
６
％
）

増
加
し
ま
し
た
。こ
れ
は
、臨
海
企
業
の
固

定
資
産
税
の
増
加
が
主
な
も
の
で
、他
に

も
、法
人
市
民
税
が
微
増
で
す
が
回
復
に

転
じ
て
い
ま
す
。一
方
で
、制
度
の
改
定
な

ど
に
よ
り
、地
方
特
例
交
付
金
や
地
方
交

付
税
、国
庫
支
出
金
な
ど
、国
か
ら
の
お

金
が
大
幅
に
減
少
し
ま
し
た
。財
源
を
補

う
た
め
、財※

１

政
調
整
基
金
を
20
億
円（
前

一般会計の歳入歳出決算

平成22年度

決算

実施した主な新規・重点事業　【市民協働の推進】市民協働まちづくり基金積立／コミ
ュニティ活動支援　【子育て支援】子ども医療費無料（中学生まで）／子ども手当支給　
【防災対策の推進】災害対策基金積立／防災情報通信施設設備等整備　【学習環境の充
実】赤羽根小学校校舎耐震化　【地域医療の充実】医師確保修学資金等貸与／公的病院
高度医療機器整備支援　【産業の振興】農業経営活性化（新技術導入支援など）／企業立
地奨励金　【労働対策の推進】雇用推進　【都市環境の整備】田原駅周辺整備

土木費

総務費

農林水産業費

民生費

公債費

消防費

教育費

衛生費

その他商工費

68億6249万円

36億9791万円

32億3266万円32億3223万円

23億3907万円

19億6096万円

21億9436万円

2億6424万円14億3688万円

18億855万円

25.4%

13.7%

12.0%12.0%

8.6%

7.3%

8.1%

0.9%5.3%

6.7%

270億2935万円
100％

歳出
合計

市税

地方交付税

市債

国庫支出金

繰越金

地方消費税交付金

県支出金

138億8864万円

27億9200万円22億7185万円

20億9837万円

15億3398万円

7億52万円

14億3867万円

47.7%

9.6%7.8%

7.2%

繰入金
20億3058万円
7.0%

5.3%

2.4%

4.9% 6.4%その他 
18億9182万円

地方譲与税
 5億160万円
1.7%

291億4801万円
100％

歳入
合計

将
来
へ
備
え
な
が
ら

重
点
事
業
を
推
進
し

よ
り
住
み
よ
い
ま
ち
へ
。
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